
津市監査委員告示第９号 

 令和３年６月１５日付けで提出された住民監査請求書について、地方自治法

（昭和２２年法律第６７号）第２４２条第５項の規定に基づく監査の結果を、

令和３年７月２１日付けで別紙のとおり請求人に通知したので、同項の規定に

基づき、公表する。 

  令和３年７月３０日 

津市監査委員 大 西 直 彦 

津市監査委員  駒 田 修 一 

津市監査委員 安 藤 友 昭 

津市監査委員 西 山 み え 



第１ 請求の受理 

 １ 受理年月日 

   本件監査請求書は、令和３年６月１５日に受理した。 

２ 請求人の住所・氏名（請求書記載順） 

津市 和 田 甲子雄 

津市 豊 田 光 治 

ほか市内在住の個人１７名 

３ 請求人代表 豊田光治・和田甲子雄代理人 

津市丸之内３３番２６号（三重合同法律事務所） 

弁護士 村 田 正 人 

弁護士 石 坂 俊 雄 

弁護士 伊 藤 誠 基 

 ４ 請求の概要 

本件監査請求書、事実を証する書面、令和３年６月２２日付けで提出さ 

  れた補充書及び令和３年７月７日に聴取した陳述の内容から、本件監査請 

求の概要は、次のとおりであると理解した。 

 主張の要旨（請求書ほぼ原文のまま記載） 

   ア 津市が、平成２７年（２０１５年）７月から令和３年（２０２１年） 

    ２月までの間相生町自治会長田邊哲司氏に支払った「資源ごみ持ち去 

り防止パトロール」の業務委託料５，２８４万５，０１５円の支払い 

は、津市と相生町自治会との間の委託契約であるにもかかわらず、田 

邊哲司氏（個人）は、委託契約に反して、田邊哲司氏の個人事業とし 

て行った委託契約違反があり、また、津市職員を委託事業に使用して 

おり、委託契約第８条の再委託等の禁止の規定違反、仕様書５（３） 

の「２人１組を１班１車両」の規定違反、仕様書５（１１）の「従事 

者の受注業務に就くものは、受注自治会の会員で市内在住の者とする」 

の規定違反など、委託契約に違反した違法行為があるから、津市長前 

葉泰幸は、相生町自治会長田邊哲司氏との委託契約を取り消し、田邊 

哲司氏（個人）に対し、不当利得した５，２８４万５，０１５円を返 

還請求せよとの勧告をすることを求める。 

   イ 津市が、平成２７年（２０１５年）７月から令和３年（２０２１年） 

２月までの間相生町自治会長田邊哲司氏に支払った「資源ごみ持ち去 

り防止パトロール」の業務委託料５，２８４万５，０１５円の支払い 



は、下記のように、国家賠償法第１条第２項の違反があるので、「盆 

野明弘（個人）と（契約年度ごとの）環境部長（個人）は、津市に対 

し、連帯して、損害賠償金として５，２８４万５，０１５円を支払え。」 

と請求しないで放置していることは、不法行為の損害賠償請求権の行 

使を怠る違法行為であることを確認する旨の勧告をせよ。 

    （違法事由） 

(ア) 自治会は非営利団体であるから、相生町自治会に対し、営利事業 

     である資源ごみの回収事業を１台出勤あたり１万４，６３０円（平 

成３１年４月の場合）の委託料を支払って委託したことは、自治会 

の目的外である有償業務を行わせたもので違法である。 

(イ) 相生町自治会に支払われた委託料は、報償金としてではなく、資 

     源ごみの収集運搬業務に対する対価としての支払いであるところ、 

相生町自治会は、一般廃棄物処理業の許可はないから、無許可の自 

治会に対し、有償で資源ごみの収集運搬業務を行わせたことは、廃 

棄物処理法違反である。 

(ウ) 相生町自治会長田邊哲司氏は、受注した業務を個人事業として行 

い、津市職員を私物化して「資源ごみ持ち去り防止パトロール」事 

業に従事させており、委託契約第８条の再委託等の禁止の規定違反、 

仕様書５（３）の「２人１組を１班１車両」の規定違反、仕様書５ 

（１１）の「従事者の受注業務に就くものは、受注自治会の会員で 

市内在住の者とする」との規定にも違反するなど、委託契約に違反 

した違法行為がある。 

      津市は、田邊哲司氏が津市の職員を「私物化」して、受注事業に 

     私的に従事させ、委託契約違反が常態化している違法行為があるこ 

とを知りながら、これを漫然と見過ごし、「資源ごみ持ち去り防止 

パトロール」の委託契約を解除することなく、約５年にわたり、漫 

然、５，２８４万５，０１５円を利益供与したもので、田邊哲司氏 

の契約違反を知りながら違法契約を継続した違法がある。 

 主張の理由（請求書ほぼ原文のまま記載） 

   ア 津市は、平成２７年（２０１５年）７月から令和３年（２０２１年） 

    ２月までの間、旧津市内５地区（１９０自治会）の資源ごみ（新聞、 

雑誌）の持ち去り防止パトロール事業（以下「資源ごみ持ち去り防止 

パトロール事業」という。）を田邊哲司氏に業務委託した。 



 資源ごみ持ち去り防止パトロール事業は、パトロール事業という名 

称を冠しているが、名前と実態が大きく乖離していた。すなわち、他 

の自治体で行われているような「持ち去り禁止看板の設置」や「持ち 

去りのパトロール」をする事業でなく、パトロール事業とは名ばかり 

のものであり、パトロール事業の名のもとに、田邊哲司氏に対し、約 

５年にわたり、５，２８４万５，０１５円の巨額の利益供与をした 

「行政がゆがめられた事業」である。 

 すなわち、丸刈り、土下座事件や、「犬の散歩」「自宅周辺の掃除」 

「病院の予約や通院時の送迎」「親族宅への私物の配達」「マイカー 

の洗車」など、津市職員を「私物化」していた田邊哲司氏に対し、津 

市の経済的損失において、約５年にわたり、５，２８４万５，０１５ 

円を利益供与した事業である。 

 平成２７年（２０１５年）７月から令和３年（２０２１年）２月ま 

での間、津市が田邊哲司氏に支払った金額は、総額で５，２８４万５， 

０１５円の巨額にのぼる。 

 そもそも資源ごみ持ち去り防止パトロール事業は、平成２７年（２ 

０１５年）２月ころ、田邊哲司氏が、当時の環境部長にパトロール業 

務を自治会へ委託するよう持ちかけたものであるとされ、「田邊被告 

が執拗に業務委託を求めてきていた」と報道されているものである。 

元津市職員の男性が、同じころ、田邊哲司氏が代表を務める政治団 

    体名で、資源ごみの持ち去りが横行しているとして、津市に対策を求 

    める文書の作成を代行したとも報じられている。 

 そうだとすると、資源ごみ持ち去り防止パトロール事業は、津市の 

内発的な行政需要に基づいて計画された施策ではなく、田邊哲司氏の 

執拗な圧力により開始されたものである。 

このことは、資源ごみ持ち去り防止パトロール事業が平成２７年７ 

月からの開始であり、事業年度の途中から開始されている不自然なも 

のであること、他の事業で浮いた予算を流用するなどしており、当初 

からの津市の計画ではなかったことから容易に推察できることである。 

また、さらに、不自然なことは、資源ごみの売払単価が低下してい 

ったにもかかわらず、見直しが検討されることもなく、令和３年２月 

に田邊哲司氏が逮捕されるに至って、漸く業務委託契約が解除された 

ことである。 



イ 通常、資源ゴミ持ち去り問題における自治体の対処としては、経済 

 的な損失の防止が第一の目的であるのだから、事業の計画段階で、資 

 源ごみの持ち去り量と被害額（売却益の損失）がどれだけ生じている 

か、経費はどれだけかかるかを数値をもって推計しなければならない 

ところ、津市は、田邊哲司氏の圧力を受けてはじめた事業だから、資 

源ごみ持ち去り量の推定すらしなかった。 

 また、業務委託契約は、単年度契約であるのだから、１年ごとに事 

業の効果を検証しなければならないところ、津市は田邊哲司氏の圧力 

で続けた事業だから検証もしなかった。 

 環境パトロールは、試験期間中の平成２７年９月までは、相生町自 

治会内のみであったが、その後、関係のない自治会まで範囲を広げた 

ことを理由に、田邊哲司氏に支払う業務委託費を引き上げており、合 

理性のない範囲の拡大と業務委託費の引き上げをしている。その結果、 

田邊哲司氏に支払う業務委託料（事業経費に相当する。）と５地区１ 

９０自治会の新聞、雑誌の売払額を数字で比較すれば、経費の半分し 

か売払額がないことなど容易にわかったはずである。 

 また、資源ごみの持ち去り量もわからないにもかかわらず、毎月８ 

４万円（年間約１，００８万円）もの委託料を田邊哲司氏に支払って 

事業を続けることは、到底、市民の納得が得られるものではないこと 

も、わかっていたはずである。 

 なお、事業の目的が、地域の安全安心に対するリスクを防止するた 

めと言うのであれば、津警察署との連携を密にして、持ち去り犯の情 

報を共有することで対処すべきところ、それもしなかった。 

   ウ 令和３年６月１日の百条委員会では、木村重好環境部長が「延べ６， 

８４２人が従事し、うち不適切な回数は延べ約７００人、市職員が従 

事していた回数は延べ約２９０人」と回答していることから明らかな 

ように、津市は、資源ごみ持ち去り防止パトロール事業が委託契約に 

反したまま維持されていることを百も承知のうえで委託金を支払って 

いたものであり、また、田邊哲司氏も委託契約書に違反していること 

を百も承知のうえで、委託金を請求していたものである。 

 委託契約の受注者は、相生町自治会となっているが、実際は、田邊 

哲司氏の個人事業であって、資源ごみ持ち去り防止パトロール事業の 

受注者は自治会とするとの条件に違反したものであるから、津市は、 



田邊哲司氏に対し、委託料を支払う必要はいささかもなかったもので 

ある。 

   エ 平成２７年（２０１５年）７月から令和３年（２０２１年）２月ま 

での間、田邊哲司氏に支払われた５，２８４万５，０１５円は、費用 

対効果（コストパフォーマンス）の検討もなく、田邊哲司氏の不当な 

要求に屈して、田邊哲司氏に対し多額の利益供与をもたらすためにな 

された「行政がゆがめられた事業」であって、地方自治法（以下「法」 

という。）第２条第１４号の「最少費用最大効果の原則」に反する違 

法な事業であるから、津市長前葉泰幸、津市副市長盆野明弘、環境部 

長は、適正な事業の執行により公金の無駄遣いをしないという任務に 

違反しており、不当に多額の公金を支出した事業につき、幹部職員と 

しての法的責任は免れないものである。 

   オ 津市長前葉泰幸は、補助金詐欺事件の幕引きを給与２か月分の２２ 

６万円の返上で終えようとしようとしているが、資源ごみ持ち去り防 

止パトロール事業で、津市に対し５，２８４万５，０１５円の損害を 

与えておきながら、事件の幕引きをはかることはできないというべき 

である。 

   カ 津市長前葉泰幸は、業務委託契約を田邊哲司氏の詐欺を理由に取消 

し、あるいは公序良俗違反で無効としたうえで、既に支払った５，２ 

８４万５，０１５円を田邊哲司氏の不当利得として、その全額の返還 

を求めるべきである。また、田邊哲司氏から全額を回収できなければ、 

津市長前葉泰幸と津市副市長盆野明弘と（契約年度ごとの）環境部長 

の責任において、回収不足分を損害賠償金として補填すべきであり、 

そうでなければ、市民感情は、到底、収まらないというべきである。 

   キ 津市は、６月１１日、補助金詐欺事件で田邊哲司氏に損害賠償請求 

した約１，０６０万円が全額返還されたと発表したが、刑事裁判を有 

利に導くための一括返済と思われるし、資源ごみ持ち去り防止パトロ 

ール事業により利益供与された５，２８４万５，０１５円の不法利益 

は、いまだ吐き出されていない。 

 田邊哲司氏の手元に不法利益を残したまま事件の幕引きをすること 

では、津市民の怒りは、到底、収まらないというべきである。 

 補充書における主張（補充書ほぼ原文のまま記載） 

   ア 津市監査委員告示第５号の別紙資料「持ち去り行為目撃件数・通報 



    件数の推移」は、資源ごみ持ち去り防止パトロール事業の必要性の資 

料ではなく、５地区１９０自治会における資源ごみ持ち去り防止パト 

ロール事業は、効果がなかったことの証拠であること。 

(ア) 請求人らの前回の監査請求に係る監査結果の末尾に添付されてい 

     る別紙資料「持ち去り行為目撃件数・通報件数の推移」一覧表につ 

     いては、説明が不十分なため、市民に誤解を与えるものである。 

     ａ 「市民からの通報件数」は、平成２３年度から令和３年度まで 

の市民からの通報件数であるが、市内全域の件数であり、津市の 

１，０１８の全自治会が対象となっているものであること。 

     ｂ 「職員の目撃件数」は、全自治会から相生町自治会長田邊哲司 

      氏に資源ごみ持ち去り防止パトロール事業を委託した５地区（敬 

和、養正、育生、修成、北・南立誠地区）１９０自治会を除いた 

８２８自治会（１，０１８自治会－１９０自治会）の区域で、津 

市職員が資源ごみ持ち去り防止パトロールをした際の目撃件数で 

あること。 

     ｃ 「自治会委託による目撃件数」は、相生町自治会長田邊哲司氏 

      に委託した５地区１９０自治会における目撃件数であること。 

       したがって、今後、この点を明確にしたうえで、使用されたい。 

(イ) 「持ち去り行為目撃件数・通報件数の推移」一覧表は、資源ごみ 

持ち去り防止パトロール事業の必要性の資料ではなく、５地区１９ 

０自治会における資源ごみ持ち去り防止パトロール事業は、効果が 

なかったことの証拠である。 

      すなわち、次の事実が明らかである。 

     ａ 「市民からの通報件数」（全自治会の区域）と「職員の目撃件 

      数」（全自治会の８割強の区域）は、５地区１９０自治会（全自 

      治会の２割弱の区域）における資源ごみの持ち去り件数ではない 

      のだから、これを５地区１９０自治会において資源ごみ持ち去り 

      防止パトロール事業を実施する必要性の数字として使用すること 

は、誤りである。 

     ｂ 「自治会委託による目撃件数」は、次図のグラフ（別紙資料の 

      「持ち去り行為目撃件数・通報件数の推移」をグラフ化したもの） 

      から明らかなように、「市民からの通報件数」と「職員の目撃件 

      数」が経年的に減少しているにもかかわらず、事業開始後、増加 



      傾向を示したあと、１０６件（平成３０年度）、１１７件（令和 

      元年度）、１０８件（令和２年度）と高止まりしており、数字の 

      信用性に疑いがある。 

       なぜならば、５地区１９０自治会（全自治会の約２割弱）の目 

      撃件数が、これを除いた８２８自治会（全自治会の約８割強）の 

      目撃件数よりも、６倍以上（令和２年度）などということは、あ 

り得ないからである。 

 また、「自治会委託による目撃件数」の数字のもととなってい 

るのは、相生町自治会長田邊哲司氏から津市に提出された報告書 

であるが、「職員の目撃件数」の数字のもととなっている津市職 

員作成の報告書と比べて、極めて杜撰な報告書であり、目撃状況 

の具体性に欠けており、信用性に疑いがある。 

     ｃ ５地区１９０自治会（全自治会の約２割弱）の目撃件数が、１ 

０６件（平成３０年度）、１１７件（令和元年度）、１０８件 

（令和２年度）であることは、相生町自治会長田邊哲司氏に委託 

した事業は、持ち去り事件の減少には全く役に立っていない事業 

であることを証明するものであること。 

     ｄ したがって、今後、同資料を監査結果で使用する場合には、対 

      象の自治会の区域がどのような区域であるのかの注釈を付けて使 

      用されたい。 

       また、資源ごみ持ち去り防止パトロール事業の必要性の資料で 

はなく、５地区１９０自治会における資源ごみ持ち去り防止パト 

ロール事業は、効果がなかったことの証拠であることに留意され 

たい。 



持ち去り行為目撃件数・通報件数の推移

0

50

100

150

200

250

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

職員目撃件数 自治会委託目撃件数 市民通報件数

  イ 資源ごみ持ち去り防止パトロール事業の５，２８０万円の支出は、売 

   払額の２，６２０万円と比較しても赤字であり、警備会社へのパトロー 

   ル事業（監視）の適正委託料９６６万円（５年７か月相当）と比較して 

   も超過大な金額であること。 

(ア) 津市監査委員告示第５号の監査結果は、令和３年度事業の違法性に 

ついて、「請求人は、資源ごみ（新聞、雑誌）の売払代金と委託料の 

比較により、事業が赤字であること、対象５地区を特別扱いしてきた 

合理的な理由がないこと、元自治会長と津市長を始め、市幹部職員と 

の官民癒着の事業であることを理由として、当該事業は、法第２条が 

規定する「最少の経費で最大の効果」の原則に反しており、著しく裁 

量権を逸脱した違法な事業であると主張している。 

確かに、請求人が主張するように、資源ごみの持ち去りを防止して 

    得られる売払代金と事業委託料を比較すれば、赤字となることは明ら 

かであるが、これは事業を一側面からしか見ていないこと、歳入確保 

のみが目的の事業ではないことから、赤字であるからと言って、違法 

な事業であるとは言えない。 

また、令和３年度事業は、市職員が条例第１６条の２の規定に基づ 

き、条例違反者に禁止命令を発し、資源ごみの持ち去り行為取締りの 

補完業務を目的として、令和３年第１回市議会定例会における予算審 



議を経て事業を実施しようとするものであり、条例遵守のために必要 

な施策については、市長に与えられた裁量的な政策判断の問題であっ 

て、確認した事実の概要等から判断すると、政策的・技術的な裁量権 

を明らかに逸脱した違法なものと言うこともできない。」と判断して 

いるが、誤った判断であるので、本件監査では、同様の誤りがないよ 

うにされたい。 

(イ) 前記監査結果では、「歳入確保のみが目的の事業ではなく、資源ご 

    みの持ち去り行為取締りの補完業務」として有効というが、資源ごみ 

    の持ち去り行為取締り事業は、津市職員がパトロールする場合も、目 

    撃した現地での持ち去り犯への指導のみであり、それ以上の行為はで 

    きないし、また、指導以上の行為はしていない。まして、自治会委託 

    の場合は、監視のみであり指導すらもできず、津市に報告するだけで 

    ある。 

     相生町自治会以外の多数の自治会長は、自分たちの自治会での監視 

    活動は無償であるのに、なぜ相生町にだけパトロール（監視）が有償 

    であるのかと疑問視している。 

     津市が自治会委託のパトロール事業を募集する際の文章には、有償 

    の文言は一切なく、５年７か月間で５，２８４万円もの委託料が支払 

    われたとの本件監査請求の報道に接し、複数の自治会長からは、驚き 

    を禁じ得ないとの声が寄せられている。 

(ウ) 資源ごみ持ち去り防止パトロール事業を収支面から見れば完全な赤 

    字であり、持ち去り犯の危険行為の防止という目的に照らしても、超 

    過大な支払いである。 

    ａ 自治会委託の資源ごみ持ち去り防止パトロール事業の費用は、本 

     来、無償である。 

    ｂ 四日市市の例では、パトロール事業（毎日午前５時から正午まで、 

     １車で２人体制の監視）を警備会社に委託しており、１自治会で年 

     間１万円程度の委託料である。これを参考にすると、１９０自治会 

の区域で、パトロール事業（監視）を警備会社に委託するとしても、 

年間１９０万円であり、平成２７年７月から令和３年２月までの５ 

年７か月（６７か月）間、警備会社に委託したと仮定した場合の適 

正金額は９６６万円であり、５，２８４万円という数字にはならな 

い。 



      １万円×１９０自治会×（５年＋７月÷１２月）≒９６６万円 

(エ) 要するに、資源ごみの回収事業としては、新聞雑誌の売払額が２， 

    ６２０万円しかないにもかかわらず、５，２８４万円の委託料を支払 

    った赤字事業であり、パトロール事業（監視活動）としては、警備会 

    社への委託をしても、適正金額は９６６万円のところ、相生町自治会 

    （非営利団体）に５，２８４万円の過大な金額を支払ったという点で、 

    違法かつ超過大な支払いである。 

(オ) このような異常な委託料が支払われた背景には、田邊哲司氏による 

    環境部長や環境政策課長への土下座、丸刈りの強要と本事業実施への 

    違法な圧力があるのだから、違法行為と違法行為を背景にした対行政 

    圧力で実施された本事業での公金の支出は是正されなければならない。 

     これは、津市の市民目線からして当然の措置である。 

第２ 監査の実施 

 １ 監査の対象事項 

   本件監査請求の監査の対象事項について、本件監査請求は、適法な監査

請求であるか否か、適法な監査請求であると認めたときは、当該適法な監

査請求に係る財務会計行為が違法若しくは不当な行為に当たるか否か、と

した。 

 ２ 監査の手続 

   本件監査請求の監査の手続については、次のとおり行った。 

   監査対象部局を環境部環境政策課とし、書面による事実確認を行うとと 

もに、関係職員の陳述を聴取した。 

第３ 監査の結果 

１ 確認した事実の概要 

   本件監査請求について、請求人が提出した事実を証する書面、環境部環

境政策課が提出した関係書類、令和３年７月７日に聴取した陳述の内容に

より確認した事実の概要は次のとおりである。 

 資源ごみ持ち去り防止パトロール業務委託契約について 

   ア 平成２７年度 

(ア) 契 約 相 手 方 相生町自治会 会長 田邊哲司 

(イ) 委託料支払額  



     ａ 平成２７年７月１日から同年９月３０日契約分 

       ９４５，９４５円 

     ｂ 平成２７年１０月２日から平成２８年３月３１日契約分 

       ５，７６９，７９２円 

( ウ ) 振込口座名義 相生町自治会環境部会 

   イ 平成２８年度 

(ア) 契 約 相 手 方 敬和地区自治会連合会 会長 中川幹夫 

(イ) 委託料支払額  

       平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日契約分 

       ９，３２０，８３２円 

( ウ ) 振込口座名義 相生町自治会環境部会 

   ウ 平成２９年度 

(ア) 契 約 相 手 方 相生町自治会 会長 田邊哲司 

(イ) 委託料支払額  

     ａ 平成２９年４月１日から同年４月３０日契約分 

       ７００，０００円 

     ｂ 平成２９年５月１日から平成３０年３月３１日契約分 

       ８，６６０，０００円 

( ウ ) 振込口座名義 相生町自治会環境部会 

   エ 平成３０年度 

(ア) 契 約 相 手 方 相生町自治会 会長 田邊哲司 

(イ) 委託料支払額  

     ａ 平成３０年４月２日から同年４月３０日契約分 

       ７９０，０００円 

     ｂ 平成３０年５月１日から平成３１年３月３１日契約分 

       ８，６９０，０００円 

( ウ ) 振込口座名義 相生町自治会環境部会 

   オ 令和元年度 

(ア) 契 約 相 手 方 相生町自治会 会長 田邊哲司 

(イ) 委託料支払額  

     ａ 平成３１年４月１日から同年４月３０日契約分 

       ７９０，０００円 

     ｂ 令和元年５月１日から令和２年３月３１日契約分 



       ８，７７７，９００円 

( ウ ) 振込口座名義 相生町自治会環境部会 

   カ 令和２年度 

(ア) 契 約 相 手 方 相生町自治会 会長 田邊哲司 

(イ) 委託料支払額  

     ａ 令和２年４月１日から同年４月３０日契約分 

       ８０４，６５０円 

     ｂ 令和２年５月１日から令和３年２月１２日契約分 

       ７，５９５，８９６円 

( ウ ) 振込口座名義 相生町自治会環境部会 

 田邊哲司氏に対する損害賠償請求について 

   ア 資源ごみ持ち去り防止パトロール業務委託事業化の経緯 

     田邊哲司氏は、平成２７年当時、市に対して、従来、市職員が実施 

    していた資源ごみ持ち去り防止パトロールについて、自治会へ委託発

注するよう執拗に要望した。 

     それをきっかけに、市は、資源ごみ持ち去り防止パトロールを自治 

会へ委託することについて検討を重ねた結果、相当数の市職員が時間

外勤務等によりパトロールを実施していた中、市職員がパトロールを

実施する場合と比較して、自治会員がパトロールに参加することによ

り、パトロール本来の持ち去り行為に対する抑止効果に加え、自治会

員のごみに対する意識の向上等を図る効果があると判断し、自治会に

委託することとした。 

   イ 資源ごみ持ち去り防止パトロール業務委託の試行・本格実施 

     平成２７年７月１日から平成２８年３月３１日までの間は、相生町 

    自治会会長田邊哲司氏との契約締結により試行的に委託を実施し、平 

    成２８年４月１日から平成２９年３月３１日までの間は、敬和地区自 

    治会連合会会長中川幹夫氏との契約締結により本格実施を行い、平成 

    ２９年４月１日から令和３年２月１２日までの間は、相生町自治会会 

    長田邊哲司氏との契約により本格実施を行った。パトロール業務は、 

    パトロール車両１台当たり自治会員が２人１組で乗車して行うことに 

    より、業務履行となるものとしていた。 

   ウ 委託料の振込口座名義 

     平成２７年７月１日から令和３年２月１２日までの全期間において、 



    パトロールの実施は、実質的に相生町自治会が行ったものであるとし 

    て、百五銀行津市役所出張所の相生町自治会環境部会名義の口座を振 

込先とした請求書により、委託料の全額を同口座へ支払っていた。 

   エ 不法行為の確認 

     市による調査の結果、平成２７年７月１日から令和３年２月１２日 

    までの間、相生町自治会が行っていたとされていたパトロールは、自 

    治会活動として行われていたものではなく、田邊哲司氏個人として請 

け負っていたことが判明した。田邊哲司氏が、自治会長としての立場 

を利用し、自治会活動であるかのように業務を偽装し、パトロール車 

両１台当たり自治会員２人１組でパトロールすることにより、業務履 

行となるものであるところ、自治会員１人乗車、市職員を従事させる 

という不法行為により、委託料総額５，２８４万５，０１５円を個人 

として受領していた。 

   オ 損害賠償請求額の算定 

(ア) 契約違反による無効履行分損害額（１，４６２万８，５７５円） 

      委託料総額のうち、パトロール車両１台当たり自治会員２人１組 

     でパトロールすることにより業務履行となるところ、自治会員１人 

乗車、市職員従事に相当する委託料１，４６２万８，５７５円につ 

いては、仕様書に反する履行であったにもかかわらず、これを秘し 

て請求したことにより、市が支払を余儀なくされたものとして、全 

額を損害として算定した。 

(イ) 契約に沿った有効履行分中の損害額（１，４４９万７，０６２円） 

      委託料総額５，２８４万５，０１５円から契約違反による無効履 

     行分１，４６２万８，５７５円を差し引いた有効履行分３，８２１ 

万６，４４０円の損害のうち、市職員が実施した場合に要する実費 

相当額２，３７１万９，３７８円を市が利得したものとして、損益 

相殺し、契約に沿った有効履行分中の損害額を１，４４９万７，０ 

６２円と算定した。 

(ウ) 損害賠償請求額（２，９１２万５，６３７円） 

      契約違反による無効履行分損害額１，４６２万８，５７５円に、 

     契約に沿った有効履行分中の損害額１，４４９万７，０６２円を加 

算した２，９１２万５，６３７円を市が被った損害額として算定し、 

令和３年６月２２日付けで、田邊哲司氏に対し、損害賠償金として 



２，９１２万５，６３７円及び各年度に締結した各業務委託契約に 

係る委託料の最終支払日の当日から支払済みまでの法定利率による 

遅延損害金を支払うよう請求した。 

 なお、(ア)から(ウ)の損害額の算定根拠は、別紙１、別紙２のとおり 

である。 

 ２ 結論 

   監査の結果、本件監査請求について、次のとおり判断した。 

 本件監査請求の適法性に係る判断 

   ア 適法な監査請求であると判断したもの 

     不当利得返還請求権の不行使について 

     請求人は、平成２７年７月から令和３年２月までの間、元相生町自 

治会に支払った資源ごみ持ち去り防止パトロール業務委託料について、 

田邊哲司氏が不当利得した５，２８４万５，０１５円に対する返還請 

求を主張している。これは、津市長が、民法上の不当利得返還請求権 

の行使を怠っているとの請求であると解されることから、本件監査請 

求は、法第２４２条第１項に規定される住民監査請求の対象とする財 

務会計行為としての「財産の管理を怠る事実」に該当し、監査対象期 

間としても、監査請求期間の制限が及ばない請求となることから、適 

法な監査請求であると判断した。 

   イ 不適法な監査請求であると判断したもの 

     国家賠償法に基づく損害賠償請求権の不行使について 

     請求人は、平成２７年７月から令和３年２月までの間、盆野副市長 

及び当該期間の歴代環境部長が、資源ごみ持ち去り防止パトロール業 

務委託契約について、様々な契約違反があることを知りながら、違法 

な契約を継続し、不当に多額の公金を支出して市に損害を与えてきた 

として、国家賠償法に基づく損害賠償責任を負っていると主張してい 

る。 

     そこで、国家賠償法第１条を見ると、第１項において「国又は公共 

団体の公権力の行使に当る公務員が、その職務を行うについて、故意 

又は過失によって違法に他人に損害を加えたときは、国又は公共団体 

が、これを賠償する責に任ずる。」とされており、第２項において 

「前項の場合において、公務員に故意又は重大な過失があったときは、 

国又は公共団体は、その公務員に対して求償権を有する。」と規定さ 



れている。 

そうすると、資源ごみ持ち去り防止パトロール業務委託契約に係り、 

盆野副市長及び歴代環境部長の違法行為により、市に損害が発生して 

いたとしても、それは他人に損害を加えたとは認められず、田邊哲司 

氏に対する委託料の支払が、他人に対する損害賠償金に相当するもの 

ではないことから、市は盆野副市長及び歴代環境部長に対して求償権 

を有することにはならない。 

よって、津市長は、盆野副市長及び歴代環境部長に対し、同法に基 

づく求償権を有しておらず、その行使を怠っているとは認められない 

ことから、法第２４２条第１項に規定される住民監査請求の対象とす 

る財務会計行為としての「財産の管理を怠る事実」に該当せず、不適 

法な監査請求であると判断した。 

 適法な監査請求に係る判断 

不当利得返還請求権の不行使について 

    監査の結果、本件監査請求について、請求人の主張は、認めることが 

できないものと判断した。 

 ３ 結論に至った理由 

不当利得返還請求権の不行使について 

請求人は、民法第９６条の規定による詐欺等を理由に資源ごみ持ち去り 

防止パトロール業務委託契約を取り消し、田邊哲司氏が不当利得した５， 

２８４万５，０１５円について、民法第７０３条の規定による不当利得返 

還請求権を行使するよう主張している。 

しかしながら、本件監査請求後に、津市長は、田邊哲司氏に対し、令和 

３年６月２２日付けで民法第７０９条の規定による不法行為に対する損害 

賠償金として、２，９１２万５，６３７円及び各年度に締結した各業務委 

託契約に係る委託料の最終支払日の当日から支払済みまでの法定利率によ 

る遅延損害金を支払うよう請求している。 

請求人の主張する請求方法と金額に差異はあるものの、当該差異は、損 

害賠償請求するに当たって、市が資源ごみ持ち去り防止パトロール業務委 

託契約により利得した額を損益相殺したことによるものであり、津市長は、 

市が被った損害額を合理的に算出し、資源ごみ持ち去り防止パトロール業 

務委託契約に係り発生した損害を補填するための措置を講じていることに 

は変わりがない。 



そうすると、本件監査請求の対象とした財務会計行為としての財産の管 

理を怠る事実が、監査期間中に消滅したことになり、本件監査請求につい 

ても理由はなくなることから、本件監査請求については、棄却せざるを得 

ないものと判断した。 

第４ 意見 

津市長においては、令和３年５月２７日に津市自治会問題に関する調査 

チームから最終報告書の提出を受け、すぐさま津市自治会問題対策推進会 

議を設置し、当該問題の中心とも言うべき課題に対し、迅速な解決に向け 

て、本件監査請求の監査期間と時を同じくして、損害賠償請求を行ったと 

ころである。 

 一方で、市議会において、法第１００条に基づく特定の自治会と行政の 

不適切な執行疑惑に係る調査に関する特別委員会が設置され、調査が進ん 

でいるという本件事案の重大性を鑑みれば、法第９６条第１項第１２号の 

規定による訴えの提起に関する議決を得て損害賠償請求を行うことも、市 

民への説明責任を果たす観点からは望ましい手法ではあっただろう。 

 最終報告書では、自治会問題の背景の一つとして、職員のコンプライア 

ンス上の問題が挙げられている。現在、津市自治会問題対策推進会議にお 

いて、（仮称）津市行政の公正公平の確保に関する条例案の策定が進めら 

れているところであるが、津市長自らが先頭に立って、社会規範や法令遵 

守する範を示し、今後、このような問題が二度と繰り返されることがない 

よう、残る課題の解決、再発防止等に向けた体制強化に全力を尽くされた 

い。 

以上 
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